


第二十回全国代表大会

⚫重大問題の討論と決議、党規約の修正、中央委員会、中央紀律検査
委員会メンバーの選出(23日に一中全会で常務委員を選任)。

⚫2035年までには社会主義現代化を基本的に実現し、2035年から21
世紀中ごろまでに富強、民主、文明、和諧、美麗な社会主義現代化強
国を建設するとし、今後5年間が社会主義現代化強国の全面的建設
に向けたスタートのカギとなる時期。

⚫社会主義市場経済への改革の方向を堅持し、高いレベルの対外開放
を堅持し、国内大循環を主として国内・国際の双循環の相互促進によ
る新たな発展局面の構築を進める。

⚫中間層の拡大に加え、収入分配の秩序や財産を蓄えるシステムの規範
を定める



習近平政権の10年

• GDPは100兆元を超えた。一人当たりGDPも1万ドルを超え、「中進国」
に。

•環境問題が大きく改善した。

•社会福祉の整備が開始された。

• 「三つの過剰（過剰投資、過剰在庫、過剰債務）」の処理が最終段
階に。

•国際的地位が向上し、発言力が増した。
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⚫ GDP規模は1.6倍になった。世界経済成長の30%の貢献。
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⚫ 一人当たりGDPはほぼ倍増
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⚫ 大気汚染は大きく改善、重度汚染日数は83%減。
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⚫ エネルギー源として使用される石炭の比率は10%以上低下
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⚫ 水質も改善、60%の水が飲料可能になった。
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⚫ 年金保険加入者数は10億人を超えた。ただ給付額は低い。
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⚫ ビジネス環境も大きく改善
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⚫ 契約遵守のランクは世界5位。ただ、規制はまだ多い。
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⚫ 銀行の貸出は3倍に増えるが不良債権比率は低下：10年間で16
兆元の不良債権を処理
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⚫ 国連傘下の15の国際機関のうち4つの機関のトップが中国
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但し2021-22年は厳しい状況

• ゼロコロナ政策の継続。

•不動産不況＋債務問題。

• アメリカの中国対決姿勢は鮮明に(10月：国家安全保障戦略発表）。

•世界経済のリセッション突入。

• ウクライナ戦争の長期化、米国覇権の低下による国債秩序の流動化。



⚫ 企業収益が急速に悪化



⚫ 投資収益率も悪化



⚫ テック企業に対する規制によりサービス部門の雇用はマイナスに



⚫ アメリカの対中対決姿勢

•台湾政策法：軍事支援を強化。

•半導体法：先端的半導体、関連設備、ノウハウの対中供給停止。

• インフレ抑制法：EV助成金対象から韓国、中国を排除。

• IPEF：中国封じ込め。


